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第１章 評価にあたって

１ 経 緯

本市の都市計画に関する基本方針を示す『第６次秋田市総合都市計画（以下「総合

都市計画」という。）：平成２３年３月策定』では、計画期間の半分となる１０年が経

過した時点、また、５年後のモニタリング指標等を用いた計画の進捗管理の結果を受

けて見直しを検討することとされており、５年後にあたる本年度、計画に掲げた政策

テーマごとの取組の実施状況とともに、設定された指標を用いて効果を検証し、そこ

で明らかになった改善点を考慮しながら、計画の見直しの要否について検討したもの

である。

２ 総合都市計画の概要

(1) 目標年次

平成４２年（具体の整備は１０年後の平成３２年）

(2) 目指すべき都市の姿

ア まちづくりの基本理念

「暮らし・産業・自然の調和した持続可能な都市～豊かな自然と共生した人にも

地球にもやさしい都市づくりによる元気な秋田の創造～」

イ まちづくりの目標（政策テーマ）

【政策テーマ①】旧３市町が一体となった都市構造の形成

○ 一体的な都市構造と地域拠点を核とした集約型都市構造の実現

○ 効果的・効率的な交通ネットワークの形成と公共交通の充実

【政策テーマ②】コンパクトな市街地を基本とした

にぎわいある中心市街地と地域中心の形成

○ 拠点地域への都市機能の集約化

○“顔”づくりによる都市の魅力と活力の創出

○ エリアマネジメントによる都市環境形成

【政策テーマ③】環境の保全・創造による低炭素型まちづくり

○ 都市と農村の共生

○ 温室効果ガスの排出抑制に向けた集約型市街地の形成

○ 低炭素に配慮した市街地・都市施設の整備

【政策テーマ④】市民の暮らしを守る安全・安心なまちづくり

○ 防災・減災に向けた環境整備

○ 人口減少、超高齢化に対応した暮らしの安全性・快適性の確保

【政策テーマ⑤】秋田の風土・文化を映し出す緑豊かなまちづくり

○ 魅力ある都市環境の形成･育成

○ 自然環境・田園環境の保全･育成

○ 地域特性を活かした個性的な景観づくり
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ウ 将来都市構造

将来都市構造については、面的な土地利用を誘導する「ゾーン」、各地域の中心

となる「都心・中心市街地」「地域中心」、骨格的な構造を形成する「道路網」で

構成し、これらによって多核集約型の都市構造を目指すこととしている。

【将来都市構造図】
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(3) 将来都市像の実現に向けた施策展開の方向性

本市が掲げる将来都市像の実現に向けて、都市計画制度の導入など都市計画とし

て対応すべき事項を、短期（３年以内）、中期（５年）、長期（１０年）に期間を区

分し、政策テーマごとに、いつまでに何を実施するのかをパッケージングしながら

概ねのスケジュールを定めている。各政策テーマで掲げている主要施策は、次のと

おりである。

【政策テーマ①】旧３市町が一体となった都市構造の形成

○ 集約型都市構造の形成に向けた“線引き都市計画区域への統合”

○ 既存集落の維持・活性化に向けた“市街化調整区域における開発許可等の基準設定”

○ ３環状放射型道路網の充実と長期未着手路線の見直し

【政策テーマ②】コンパクトな市街地を基本とした

にぎわいある中心市街地と地域中心の形成

○ 土地利用の混在解消や地域活力の創出に向けた“地域地区の見直し”

○ 既存市街地の有効活用に向けた“逆線引きの導入検討”

○ 地域特性に応じた開発誘導に向けた“特別用途地区の見直し検討”

○ にぎわいと活力の創出に向けた“中心市街地活性化の推進”

○ 市街地の高度利用と活力創出に向けた“市街地開発事業の計画的な実施･見直し”

【政策テーマ③】環境の保全・創造による低炭素型まちづくり

○ 自然環境の維持・保全に向けた“新たな土地利用誘導施策の導入検討”

○ マイカー依存からの脱却に向けた“パークアンドライドおよびライドアンドライ

ドの促進”

○ 低炭素型まちづくりに向けた“地区計画等と連動した低炭素モデル街区指定の

検討”

【政策テーマ④】市民の暮らしを守る安全・安心なまちづくり

○ 安全で快適な市民生活の確保に向けた“都市施設の計画的な整備”

○ 安全・安心な都市環境づくりに向けた“都市のバリアフリー化・耐震化の促進”

○ 災害危険区域での適切な土地利用誘導に向けた“新たな誘導施策の導入”

○ 街なか居住と防犯・防災性の向上に向けた“既存住宅ストックの有効活用方策の

検討”

【政策テーマ⑤】秋田の風土・文化を映し出す緑豊かなまちづくり

○ 緑豊かな都市空間の形成に向けた“都市計画公園の整備”

○ 良好な都市景観の形成に向けた“景観計画の推進と地区計画等の活用”

○ 本市ならではの景観の維持・保全に配慮した“建築物の高さ制限導入の検討”



  

■ 将来都市像の実現に向けた施策展開スケジュール（政策テーマ別）

中   期 短   期 長   期 

中   期 

(都)外旭川新川線、新屋土崎線 

(都)秋田環状線 

(都)泉外旭川線、千秋広面線、川尻広面線 

 

３環状放射型道路網を形成

する個別路線の事業予定 
 

中心市街地への公的住宅整備 

 
中通地区公共公益施設整備事業 千秋公園整備事業 

 
 

市内および近隣自治体における商業動向の把握 

 

地域特性に応じた商業規模の

誘導に向けた特別用途地区の

見直し検討 

 

土地利用の混在解消や地域活

力の創出に資する地域地区の

見直し 
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た 

に
ぎ
わ
い
あ
る
中
心
市
街
地
と
地
域
中
心
の
形
成 

 

都市計画としての主な対応 短   期 長   期 

 
線引き都市計画区域への統合 

 
都市計画道路の整備・見直し 

関係機関との調整 

線引き統合に関する住民説明 

都市計画変更（県作業） 

指定区域および制度設計案の作成 条例整備 

制度内容に関する住民説明 

 
 

制度の運用 

市街化調整区域における 

開発許可等の基準設定 

（都市計画法第 34 条第

11 号） 

 

 

 

 

 

 

 

次 期 総 合 都

市 計 画 の 策

定 に 向 け た

実 態 調 査 お

よ び 効 果 の

検証 

 
 

制度の運用 

 
必要に応じて指定区域および

制度内容の見直し 

長期未着手路線等の見直し 

都市計画道路整備プログラムの作成 

事業化路線および重点路線の計画的な整備 

 
 

効率的・効果的な道路網の整備の推進 

 

中心市街地活性化基本計画

に基づく個別事業の推進 

 

市街地開発事業の計画的な

実施・見直し 

 

現況調査 

都市計画変更 

タウンビークル環境整備事業 

 
中通一丁目地区市街地再開発事業 

現況調査 

見直し内容の設定 

効果の検証 

関係団体との調整 

 
 

地区計画や建築協定など、より詳細な土地利用ルールの導入の検討 

 

 

 

 

 

 

 

次 期 総 合 都

市 計 画 の 策

定 に 向 け た

実 態 調 査 お

よ び 効 果 の

検証 

 
必要に応じて見直し 

（住民説明および都市計画変更） 

 

 

都市計画としての主な対応 

住民説明 

見直し箇所・新規指定区域の設定 

関係機関との調整 

タウンビークル運行スタートアップ事業 

秋田駅西北地区土地区画整理事業 

秋田駅東第三地区土地区画整理事業 

景観整備促進助成事業 

(都)秋田環状線 



  

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
災害危険区域の把握 

ハザードマップの整備等 

 
バリアフリー化および耐震化の促進に向けた 

補助事業や税制優遇措置等の支援施策の展開 

現況調査 効果の検証 

関係団体との調整 

 
 

状況に応じた支援施策の検討・展開 市民意向把握 

中   期 短   期 長   期 

パークアンドライドおよびラ

イドアンドライドの促進（駅前

環境の整備およびバス路線の

再編） 

 

自然環境の維持・保全に向けた

土地利用誘導施策の展開 

環
境
の
保
全
・
創
造
に
よ
る 

低
炭
素
型
ま
ち
づ
く
り 

 

 

地区計画と連動した低炭素モ

デル街区指定の検討 

現況調査 

現況調査 重点整備箇所の抽出 

効果の検証 関係団体との調整 

 
・線引き都市計画区域への統合 

・市街化調整区域における開発許可等の基準の設定 

 

 

 

 

 

次 期 総 合 都

市 計 画 の 策

定 に 向 け た

実 態 調 査 お

よ び 効 果 の

検証 

都市計画としての主な対応 

 

安全・安心なまちづくりに向け

た土地利用誘導施策の展開 

 

公共施設および住宅のバリア

フリー化・耐震化の促進 

市
民
の
暮
ら
し
を
守
る 

安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り 

 

 

既存住宅ストックの有効活用

方策の検討 

現況調査・市民意向の把握 

関連団体との情報共有体系の構築 

街なか居住の促進に向けた支援方策の検討 

 

 

 

 

 

次 期 総 合 都

市 計 画 の 策

定 に 向 け た

実 態 調 査 お

よ び 効 果 の

検証 

都市計画としての主な対応 

 

・ 景観形成に対する市民への意識啓発 

・ 本市における建築動向の把握 

 

本市ならではの景観の維持・保

全に配慮した建築物の高さ制

限導入の検討 

 

景観計画および地区計画・建築

協定等に基づく良好な都市景

観づくり 

秋
田
の
風
土･

文
化
を
映
し
出
す 

緑
豊
か
な
ま
ち
づ
く
り  

現況調査 

都市計画決定等 

現況調査 

市民意向の把握 

効果の検証 

関係団体との調整 

 
・他地域における展開促進 

・景観計画の検証・見直し 

 

 

次 期 総 合 都

市 計 画 の 策

定 に 向 け た

実 態 調 査 お

よ び 効 果 の

検証 

 
必要に応じて本格導入の検討 

（住民説明および都市計画変更） 

 

 

都市計画としての主な対応 

制度内容に対する住民説明・勉強会 

モデル区域の検討・抽出 

 

必要に応じて 

環境保全に向けた 

上乗せ基準の検討 

 
制度設計案の作成 条例整備 

住民説明 

実証実験  
 

実証実験の検証結果に応じて本格導入を推進 バス路線の再編 

 
検証結果に応じて 

本格導入を検討 

先進事例の調査等 

導入効果の検証（シミュレーション） 

本市における導入モデルの検討 

現況調査 

計画案の作成 都市計画決定 

住民説明 対象地区の選定 

計画案の検討 

計画案の作成 

中   期 短   期 長   期 

中   期 短   期 長   期 

効果の検証 

モデル事業の実施  
 

検証結果に応じて本格導入を検討 

現況調査  

必要に応じて災害 

危険区域における 

上乗せ基準の検討 

 
制度設計案の作成 条例整備 

住民説明 

先進事例調査・研究 

関係団体との調整 

市民意向把握 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(4) 計画の進捗管理と成果指標の設定

計画の実効性を高めていくためには、市

民・事業者・行政が様々な視点で評価を行

いながら、継続的に改善していくことが必

要であり、計画策定（Plan）後の実施（Do）

を受けて、その効果を評価（Check）し、必

要に応じて見直す（Action）といった『Ｐ

ＤＣＡサイクル』によって、計画の管理と

質の確保を図るものとしている。

また、進捗管理にあたっては、政策テー

マごとに整理した施策展開の方向性を踏ま

え、「改善されているもの」と「改善が不十

分なもの」を明確に把握できるように、各

種事業の実施状況をベースとした『アウト

プット指標』、施策展開によってもたらされ

る成果をベースとした『アウトカム指標』、

市民アンケートなどによる定期点検をベースとした『モニタリング指標』の３種類

の指標を設定し、それをもとに計画の評価・管理を行うものとしている。

(5) 総合都市計画の見直し

計画の見直しについては、計画期間の半分となる１０年が経過した時点、また、

５年後のモニタリング指標等を用いた計画の進捗管理の結果を受けて見直しを検討

するほか、総合計画や国土利用計画などの上位計画の変更・見直し、関連法制度等

の改正など、本市を取り巻く諸情勢に大きな変化があった場合に見直しを検討する

ものとしている。

見直しの内容としては、新たな都市計画制度等の導入や本市の発展に資する新規

開発の誘導、ＰＤＣＡサイクルによる計画管理の中での実現化施策や評価指標の変

更などを想定するとしている。

また、計画の見直しにあたっては、市で見直しの必要性について検討した上で、

見直し箇所に係る部分的な改訂でよいのか、もしくは計画全体の見直しが必要なの

かを客観的に判断するため、秋田市都市計画審議会（以下「都市計画審議会」とい

う。）に諮るものとしている。

さらに、全体的な見直しが必要と判断された場合は、策定委員会を設置し、見直

し内容について協議・検討した上、その内容を改めて都市計画審議会に諮ることと

し、反対に、見直し箇所に係る部分的な改訂で足りると判断された場合には、通常

の都市計画決定手続きと同等の手順によって都市計画審議会で意見を聞き、部分改

訂を行うものとしている。
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第２章 評価方法

評価の対象については、計画策定から５年を経過した段階での実施となるため、短期

（策定から３年以内）、中期（策定から５年）の取組を基本に評価する。

評価の内容については、「将来都市像の実現に向けた施策展開スケジュール」に掲げる

都市計画としての主な取組の実施状況と、「総合都市計画の評価・管理」で設定した政策

テーマごとの目標指標との比較により状況を確認することとし、最終的に、これら結果

に基づき、「まとめ」として、都市計画に関わるテーマごとの主な改善点と今後の対応方

針、さらには計画の見直しの判断について考えを示す。

なお、「将来都市像の実現に向けた施策展開スケジュール」に掲げる都市計画としての

主な取組の評価については、取組の実施の有無（実施・一部実施・未実施）のほか、実

施状況又は実施してない場合は今後の見通しを示す。

また、「計画の評価・管理」においては、目標を平成２７年度に設定しているものを【達

成】【概ね達成】【未達成】、平成３２年度に設定しているものを【達成】【達成する見込

み】【さらなる取組が必要】と記載した上、それぞれで概況説明を行う。ただし、データ

が得られないものや、現時点で評価になじまないものは【－】とする。

【評価のイメージ】

政 ① 旧３市町が一体となった都市構造の形成

策 ② コンパクトな市街地を基本としたにぎわいある中心市街地と地域中心の形成

テ ③ 環境の保全・創造による低炭素型まちづくり－

④ 市民の暮らしを守る安全・安心なまちづくり

マ ⑤ 秋田の風土・文化を映し出す緑豊かなまちづくり

評 価

「将来都市構造の実現に向けた施策展 「総合都市計画の評価・管理」の政策

開スケジュール」の政策テーマ別で短 テーマ別で設定したアウトプット指標、

期、中期に位置づけた都市計画として アウトカム指標、モニタリング指標に

の主な取組の評価 よる評価

○スケジュールに掲げた取組の実施の ○各評価指標における策定時の値、目

有無と実施状況又は実施していない 標値、現時点での値

場合は今後の見通し ○各評価指標における判断と状況説明

政策テーマ別の評価のまとめ

まとめ（政策テーマごとの改善点と今後の対応方針、見直しの判断）
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第３章 評 価

【政策テーマ①】旧３市町が一体となった都市構造の形成

《施策展開の方向性》

○ 集約型都市構造の形成に向けた“線引き都市計画区域への統合”

○ 既存集落の維持・活性化に向けた“市街化調整区域における開発許可等の基準設定”

○ ３環状放射型道路網の充実と長期未着手路線の見直し

１ 施策展開スケジュールに掲げる都市計画としての主な取組

(1) 線引き都市計画区域への統合と市街化調整区域における開発許可等の基準設定

規制強度が異なる２つの都市計画区域を有する本市においては、成熟した一つの

都市としての一体性の確立と、効率的な都市経営に向けた集約型都市構造の形成を

目指し、郊外地域における無秩序な都市化を抑制することとし、区域区分（市街化

を促進する区域と市街化を抑制する市街化調整区域に区分するいわゆる線引き）に

よる都市計画区域への統合に向けた取組を進める。

また、都市と農村が共生したまちづくりを見据え、線引き都市計画区域への統合

と並行して、市街化調整区域の既存集落における定住人口の確保や地域コミュニテ

ィの維持・活性化に資する開発行為(※1)を許容することとし、「都市計画法第３４条

第１１号(※2)」の導入に向けた調査・検討を河辺・雄和地域を含む市全体を対象に

実施する。

スケジュール 実施の有無 判断・実施状況又は今後の見通し

短期 実 施 都市計画区域の統合
・平成26年７月に河辺都市計画区域を秋田都市計画区域に統
合し、区域区分（市街化を促進する区域と市街化を抑制す
る市街化調整区域に区分するいわゆる線引き）制度を適用
した。

短期 実 施 市街化調整区域における開発許可等の基準設定
・上記の線引き都市計画の統合に合わせ、都市計画法第34条
第11号を活用し、一定の集落区域において、区域内外の人
が自己用の専用住宅や小規模の店舗又は事務所などを併設
する兼用住宅の建築が可能となるよう「秋田市宅地開発に
関する条例」を改正して、開発許可基準を設定した。

開発行為(※1)：主として建築物の建築又は特定工作物（コンクリートプラントその他周辺の地域の環
境の悪化をもたらすおそれがある工作物やゴルフコースその他大規模な工作物）の建設の用に供
する目的で行なう土地の区画形質の変更をいう。

都市計画法第34条第11号(※2)：市街化調整区域における開発許可基準。市街化区域に隣接又は近接し、
一体的な日常生活圏を構成している市街化の進行した一定の区域（概ね50以上の建築物（市街化
区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域）を条例で指定し、周辺環境と調和する用途
の建築物の建築等について許容するもの。
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(2) 都市計画道路の整備・見直し

本市の都市構造の骨格となる３環状放射型道路網（外周部環状道路、市街地環状

道路、都心環状道路、放射道路）については、交通需要や財政状況を踏まえながら、

これらを構成する都市計画道路を計画的に整備する。

また、長期未着手路線（下新城中野線、飯島相染線、壱騎町御蔵町線、土崎環状

線、泉高梨線、新屋十軒町線、新屋浜田線、新屋豊岩線、上北手雄和線、前田和田

１号線）については、廃止を見据えた見直しを行う。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期・ 実 施 ３環状放射型道路網を形成する個別路線の整備
長期 ・スケジュールに掲げた外旭川新川線、新屋土崎線、泉外旭

川線、千秋広面線、川尻広面線、秋田環状線はすべて事業
に着手した。

短期・中期 実 施 都市計画道路整備プログラム(※3)の作成
・整備プログラムについては、第２次秋田市総合交通戦略に
位置付けた。

短期 一部実施 長期未着手路線等の見直し
・平成21年３月に策定した秋田都市圏都市交通マスタープラ
ンおよび秋田都市圏街路交通調査で位置づけられた廃止候
補路線10路線に掲げた区間はすべて廃止した。

・幅員等機能縮小候補路線３路線については未実施となって
いる。

・ルート変更候補路線２路線については変更済みとなってい
るが、７路線については未実施となっている。

・機能縮小候補路線およびルート変更候補路線の見直しにつ
いては、諸情勢を見極めながら、適宜、対応する。

都市計画道路整備プログラム(※3)：今後整備すべき道路（未整備区間の都市計画道路）を対象に、安
全・安心、地域の活性化、快適性・ゆとりなど、各道路が果たす役割から十分な事業効果が得ら
れる路線を抽出し、整備時期等をまとめたもの。

２ 計画の評価・管理 注）指標データは年度による

指標 策定時 目標 現時点 概況

線引き都市計画 ｱｳﾄ － H26完了 完 了 【達成】
区域への統合に ﾌﾟｯﾄ ・平成26年７月に河辺都市計画
係る都市計画決 指 標 区域を秋田都市計画区域に統
定 合し、区域区分（線引き）制

度を適用した。

都市計画法第34 ｱｳﾄ な し － 67区域 【達成】
条第11号に基づ ﾌﾟｯﾄ (H27) ・上記の制度運用に合わせ「秋
く指定集落数 指 標 *条例の要件に基 田市宅地開発に関する条例」

づく区域数で を改正して、開発許可基準を
あって、町内 設定するとともに、区域指定
会単位による を行った。
ものではない
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指標 策定時 目標 現時点 概況

都市計画道路の ｱｳﾄ 75.0% 77.5% 77.4% 【達成とみなす】
整備進捗率 ﾌﾟｯﾄ (H21) (H27) (H27) H21：214,311m÷285,665m

指 標 H27：221,060m÷285,665m
・現在の計画延長に対する整備
率は79.8%（H27：221,060m÷
277,035m）

農地転用面積、 ｱｳﾄ 9,675ha 平成19年からの 18.7ha 【－】
分布状況 ｶ ﾑ (H19) 転用面積70ha (H27) ・総合都市計画策定以降、転用
*転用の動向から市街地の拡散 指 標 以内 面積の平均は約2.7ha/年度とな
を検証 (H32) っている。

・分布状況については、都市計
画区域を線引き統合して間も
ないため、現在、その変化を
モニタリングしている状況で
あり、現状においては評価し
ない。

都市計画法第34 ｱｳﾄ 3件 開発用途や場所等 ７件 【－】
条第11号による ｶ ﾑ (H20) から総合的に評価 (H27) ・対象の７件すべては市街化調
市街化調整区域 指 標 *上記は制度運用 整区域外からの移住であり、
での開発許可件 前の開発件数 開発行為が伴わない居宅等の
数、面積、分布 建築による移住と合わせる
状況 と、全体で21件となっている。
*集落の維持･活性化に向けた ・分布状況、面積については、
定住人口の確保を検証 制度を施行して間もないた

め、現在、その変化をモニタ
リングしている状況であり、
現状においては評価しない。

土地利用規制に ｱｳﾄ － 現状以上 比較不可 【－】
関する市民の理 ｶ ﾑ (H23) (H32) ・平成23年に調査を行う予定で
解度 指 標 あったが、未実施につき、現
*まちづくり意識の醸成を検証 状では比較できない。

・平成28年度の調査では、まち
づくりの方針や、土地利用の
ルールを理解している人は、
それぞれ約15%であった。（ｸﾞ
ﾗﾌ-2-1、2-2）

土地利用区分面 ﾓﾆﾀ 第3次秋田市国土 第3次秋田市国土 比較不可 【－】
積 ﾘﾝｸﾞ 利用計画の現況値 利用計画の目標値 ・計画策定以降に国で土地利用
*自然的土地利用と都市的土地 指 標 (H19) (H32) 区分面積の集計方法が変更さ
利用の動向から線引き都市計 れたため（採草牧草地、原野）
画区域の統合や都市計画法第 比較できない。
34条第11号による土地利
用誘導策等の効果を検証

主要路線の渋滞 ﾓﾆﾀ 11,063 9,101 比較不可 【－】
損失時間(※4) ﾘﾝｸﾞ 万人時間 万人時間 ・データが得られないため、現

指 標 (H19) (H27) 状では比較できない。

渋滞損失時間(※4)：基準となる道路の通過所要時間（基準旅行時間）から実際にかかった通過所要時
間の遅れ時間を渋滞損失時間と呼んでいる。「基準旅行時間」から少しでも余分に時間がかかれば、
それほど混雑がひどくなくても「渋滞損失時間」は発生することになる。
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【ｸﾞﾗﾌ-1 農地転用面積の推移】

資料：「秋田市農業委員会のあらまし」より作成

【ｸﾞﾗﾌ-2-1 土地利用規制に関する理解度：市のまちづくり（コンパクトシティ）の方針】

＊秋田市のまちづくりの方針であるコンパクトシティの概要を説明して知っ

ているかどうかを聞いたもの

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

知っている

14.7%

聞いたことがある

が内容はわから

ない
31.9%

知らない

52.2%

その他

0.4%
無回答

0.7%

2.2 2.1 2.3 3.1 3.8
2.2 

4.3 

6.6 

9.7 

13.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

転用面積 累計面積

(ha)

n=448



- 12 -

【ｸﾞﾗﾌ-2-2 土地利用規制に関する理解度：市の土地利用ルールに関する取組】

＊区域区分や用途地域などの土地利用ルールの概要を説明して知っているか

どうかを聞いたもの

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

３ 評価のまとめ

【都市計画の主な取組】

「都市計画道路の整備・見直し」については、長期未着手路線等の見直しで一部未

実施があるが、重点施策で集約型都市構造形成の前提（市街地の拡大抑制）と位置

づけた「線引き都市計画区域の統合」が予定のスケジュール内で実施された。

政策テーマに掲げた取組については、概ね遂行されたものと判断される。

【指標による評価】

〈アウトプット指標〉

「線引き都市計画に係る都市計画決定」、「都市計画法第３４条第１１号に基づく指

定集落数」、「都市計画道路の整備率」すべてで目標を達成している。

〈アウトカム指標〉

「農地転用面積、分布状況」は、転用の動向から市街地の拡散を検証するため設定

したもので、これまでの面積の推移からすると平成３２年の目標を達成する見込み

となっている。

「都市計画法第３４条第１１号による開発件数、面積、分布状況」は、集落の維持

等に向けた定住人口の確保といった観点から設定したもので、分布状況や面積は数

年かけてモニタリングする必要があるものの、そのすべてが市街化調整区域外から

の移住であり、現状としては一定の成果が得られているものと判断される。

知っている

15.8%

聞いたことがある

が内容はわから

ない
23.0%

知らない

60.5%

その他

0.2%
無回答

0.4%
n=448
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「土地利用規制に関する市民の理解度」は、市民のまちづくりの意識醸成に向けて、

行政側の取組を検証するために設定したもので、現状では比較数値がないため、以

前に比べて向上したかどうかは不明であるが、まちづくりの方針や、土地利用のル

ールを理解している人は、それぞれ約１５%で理解度が低いという結果になった。

〈モニタリング指標〉

「土地利用区分面積」は、自然的土地利用と都市的土地利用の状況や都市計画法第

３４条第１１号による土地利用誘導施策等の効果を検証するための指標として設定

したものであるが、計画策定以降に面積の集計方法が変更され比較できなかった。

「主要道路の渋滞損失時間」は、先の秋田市総合交通戦略で設定した指標を用いた

もので、算定に必要なデータが得られず評価できなかったものであるが、平成２８

年３月に策定した第２次の総合交通戦略では、計画期間内において評価可能な他の

指標を設定したことから、本指標についてこれ以降の評価で使用するかどうか、改

めて検討する必要がある。

【評価結果】

取組においては、都市計画道路の整備・見直しで未実施のものがあるが、それ

以外の取組や成果については、概ね順調に推移しているものと判断される。

主な改善点としては、「土地利用規制に関する市民の理解度」が挙げられる。

市民協働によるまちづくりを標榜する本市においては、市民のまちづくりへの

理解と協力が不可欠であり、とりわけ、本市の目指すコンパクトシティ形成の推

進にあたっては、その土地利用方針に沿って行動してもらうことが何よりも重要

となる。
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【政策テーマ②】コンパクトな市街地を基本とした

にぎわいある中心市街地と地域中心の形成

《施策展開の方向性》

○ 土地利用の混在解消や地域活力の創出に向けた“地域地区の見直し”

○ 既存市街地の有効活用に向けた“逆線引きの導入検討”

○ 地域特性に応じた開発誘導に向けた“特別用途地区の見直し検討”

○ にぎわいと活力の創出に向けた“中心市街地活性化の推進”

○ 市街地の高度利用と活力創出に向けた“市街地開発事業の計画的な実施･見直し”

１ 施策展開スケジュールに掲げる都市計画としての主な取組

(1) 土地利用の混在解消や地域活性化の創出に資する地域地区(※5)の見直し

市民生活や産業活動の中心となる既存市街地のうち、指定された地域地区と実際

の土地利用状況との乖離や不都合が生じている地域については、地域特性に応じた

土地の有効活用を目指し、用途地域(※6)や風致地区(※7)等の検証・見直しとともに、

必要に応じて日影規制の導入や建ぺい率・容積率の引き下げ等についても検討を進

める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期 一部実施 ・地域地区の内、その根幹をなす用途地域については、前記
都市計画区域の線引きの統合に伴う新規指定や、新たに都
市計画道路の整備がなされた沿道区域等で行ったものの、
市街化区域全体の見直しまでには至っていない。

・用途地域の見直しについては、本市が目指す多核集約型の
都市構造によるコンパクトな市街地形成に向けた土地利用
誘導策の一つであり、引き続き、検討を進める。

地域地区(※5)：都市計画区域内の土地をその利用目的によって区分し、建築物などについての必要な
制限を行うことにより、地域又は地区を単位として一体的かつ合理的な土地利用を実現しようと
するもの。地域地区は、①用途および容積率制限に係るもの、②用途地域と連動して建築物の形
態や構造に係る規制を行うもの、③地区の個性的な位置付け、目的に応じた規制を行うものに大
別される。

用途地域(※6)：地域地区の一種。目指すべき市街地像に応じて用途別に分類される12種類の都市計画
の総称で、建築物の用途、建ぺい率、容積率を制限するものであり、地域地区の根幹をなす制度
である。

風致地区(※7)：地域地区の一種。都市の風致を維持するために定めらるもので、風致地区の指定地に
ふさわしい土地の区域は、自然の景勝地、公園、沿岸、緑豊かな低密度住宅等である。風致地区
内では、建築物の建築、宅地の造成、木材の伐採などの行為について市町村条例により、都市の
風致を維持するために必要な規制が課せられ、これらの行為をしようとする人は、あらかじめ市
町村長の許可を受けなければならない。

(2) 地域特性に応じた商業規模の誘導に向けた特別用途地区(※8)の見直し検討

広域幹線道路の沿道地域を中心に形成される沿道型サービス施設については、周

辺の地域中心の都市機能や都市全体の商業機能のバランスに配慮した立地が求めら

れるため、大規模集客施設のみならず、市民が日常的に利用するスーパー等の立地

誘導に向けて、開発規模等を制限する特別用途地区の見直しについて検討を進める。
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また、公共交通軸を中心とした生活利便性の高い沿道型居住市街地の形成には、

周辺の既存都市機能や居住環境への影響に配慮した沿道施設の誘導が求められるこ

とから、適切な用途・規模の誘導に向けて特別用途地区の見直しについて検討を進

める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

中期 未実施 ・特別用途地区の見直しについては、用途地域の見直しと同
じく、本市が目指す多核集約型の都市構造によるコンパク
トな市街地形成に向けた土地利用誘導策の一つであるため、
引き続き、検討を進める。

特別用途地区(※8)：地域地区の一種。用途地域を補完するもので、特別の目的から特定の用途の利便
の増進又は環境の保護等を図るため定める。地区の特性や課題に応じて地方公共団体が定める条
例により、基本となる用途地域の制限の強化又は緩和を行う。特別用途地区では、用途のほか建
築物の敷地、構造、設備についても必要な制限を条例で定めることができる。

(3) 中心市街地活性化基本計画(※9)に基づく個別事業の推進

本市のみならず、県都秋田の顔となる秋田駅周辺の中心市街地については、平成

２０年７月に認定された中心市街地活性化基本計画に掲載されている市街地再開発

事業などの個別事業の計画的かつ円滑な展開を目指す。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 一部実施 ・中心市街地活性化基本計画（平成20年7月～平成26年6月）で掲
げた46の個別事業のうち、20事業が完了、21事業が実施中、５
事業が未実施となっている。

・その内、総合都市計画の「都市計画としての主な対応」に掲げ
た事業で、短期の取組に位置づけたものについては、中通地区
公共公益施設整備事業が実施済、中心市街地への公的住宅整備
およびタウンビークル(※10)環境整備事業が未実施となってい
る。

・また、中期の取組に位置づけたものについては、景観整備
促進助成事業が実施済、千秋公園整備事業が実施中で、仲
小路タウンビークル運行スタートアップ事業は未実施とな
っている。

・なお、仲小路タウンビークルに代わり、平成24年から中心
市街地循環バス「ぐるる」が運行されているほか、現在、
第２期の中心市街地活性化基本計画の策定を進めている。

中心市街地活性化基本計画(※9)：「中心市街地の活性化に関する法律」に基づく計画制度で、市町村
が設定する中心市街地の区域において、中心市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に
推進するための基本的な計画であり、内閣総理大臣の認定を受けることにより、国から様々な支
援が受けられる。

タウンビークル(※10)：地域に限定した交通機関。先の秋田市中心市街地活性化基本計画では、仲小
路を低床トラム（床を低くして段差をなくした路面電車）で往復するシステムの検討がなされた
が実施には至らなかった。

(4) 市街地開発事業(※11)の計画的な実施・見直し

市街地開発事業のうち現在着手している事業については、引き続き計画的な整備

を進める。また、着手の見込みが立たない地区については、本市を取り巻く社会経

済情勢を踏まえながら、整備手法の見直しを含めた検討を進める。
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スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 実 施 ・中通一丁目地区市街地再開発事業は平成24年度に完了した。
・秋田駅西北地区土地区画整理事業は施行中となっている。
・秋田駅東第三地区土地区画整理事業は施行中となっている。
・市街地開発事業の見直しについては、長期未着手の土地区
画整理事業施行区域を見直すこととし、平成27年11月に見
直しガイドラインを策定し、現在、施行区域ごとの評価カ
ルテを作成中である。

市街地開発事業(※11)：地方公共団体等が一定の地域について、総合的な計画に基づき、公共施設、
宅地や建築物の整備を一体的に行い、面的な市街地の開発を目的として実施する事業で、土地区
画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、市街地再開発事業、新都市基盤整備事
業、住宅街区整備事業が該当する。

２ 計画の評価・管理 注）指標データは年度による

指標 策定時 目標 現時点 概況

地域地区等に係 ｱｳﾄ － 地域地区等の見直 用途地域の一部見 【－】
る都市計画決定 ﾌﾟｯﾄ し済み を直し ・一部で用途地域の見直しを行

指 標 ったものの、特別用途地区を
含め市街化区域全体の見直し
までには至っていない。

土地区画整理事 ｱｳﾄ 秋田駅東第三 秋田駅東第三 【－】
業(※12)の進捗 ﾌﾟｯﾄ 約44% － 59.8% ・秋田駅東第三地区は、地区の
率 指 標 秋田駅西北 秋田駅西北 西側の整備が概ね完了し、現

約47% － 52.5% 在、東側の整備を進めている。
(H22) (H27) ・秋田駅西北地区は、街区整備

が概ね完了し、現在、鉄道を
横断する都市計画道路千秋山
崎線の整備に着手している。

工業系用途地域 ｱｳﾄ 80.8ha 21.8ha － 【－】
内の未利用地面 ｶ ﾑ (H20) (H32) ・現状において工業系の用途地
積 指 標 域の見直しが行われていない
*地域地区の見直しによる土地 ため評価しない。
活用への効果を検証

地域別小売業店 ｱｳﾄ 中央地域 地域中心での立地 中央地域 【－】
舗数 ｶ ﾑ 1,372店 状況等から総合的 1,227店 ・左は直近の平成24年経済セン
*都心および地域中心における 指 標 東部地域 に評価 東部地域 サスのデータであるが、総合
商業機能充足状況を検証 354店 340店 都市計画策定間もない時期に

西部地域 西部地域 実施されたものであるため評
200店 157店 価しない。

南部地域 南部地域 ・なお、この時点での増減の割
419店 421店 合は、中央地域（△10.5%）、

北部地域 北部地域 東部地域（△4.0%）、西部地域
670店 582店 （△21.5%）、南部地域（0.5%）、

河辺地域 河辺地域 北部地域（△13.1%）、河辺地
95店 80店 域（△15.8%）、雄和地域（△23.

雄和地域 雄和地域 9%）となってる。
88店 67店

(H19) (H24)
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指標 策定時 目標 現時点 概況

1,000㎡以上の ｱｳﾄ 82店 立地状況等から総 73店 【－】
小売店舗立地件 ｶ ﾑ (H22) 合的に評価 (H24) ・上記に同じく総合都市計画策
数、分布状況 指 標 定間もない時期に実施された
*特別用途地区見直しによる大 データであることに加え、現
規模小売店舗の立地誘導効果 状において特別用途域地区の
を検証 見直しが行われていないため

評価しない。

地価 ｱｳﾄ 住宅地 東北6県の用途別 東北6県の用途別 【－】
*ｺﾝﾊﾟｸﾄな市街地形成が ｶ ﾑ 43,400 対前年変動率の平 対前年変動率の平 ・現状において、コンパクトな
地価にもたらす効果を検証 指 標 円/㎡ 均を上回る 均を下回る 市街地形成のための土地利用

商業地 (H32) (H27) 誘導策が実施されていないた
78,500 め評価しない。

円/㎡ 住宅地 ・ちなみに、地価自体は、各年
(H22) 32,200 度とも東北６県の変動率を下

円/㎡ 回っている。（ｸﾞﾗﾌ-3､4）
商業地

55,500
円/㎡

都市インフラに ｱｳﾄ 約440.7 現状より削減 － 【－】
係る維持更新費 ｶ ﾑ 億円 (H32) ・算定に必要な人口集中地区の
(※13) 指 標 (H22) データが得られないため、現
*ｺﾝﾊﾟｸﾄな市街地形成が 状では比較できない。
都市経営ｺｽﾄにもたらす効
果を検証

地域別人口、世 ﾓﾆﾀ 中央地域 都心および地域中 中央地域 【－】
帯、人口密度 ﾘﾝｸﾞ 74,511人 心への集積状況等 72,297人 ・現状において、人口集積に係
*都心および地域中心への人口 指 標 東部地域 から総合的に評価 東部地域 る具体的な土地利用誘導策が
集積を検証 64,986人 63,808人 実施されていないため評価し

西部地域 西部地域 ない。
36,753人 35,590人 ・左のデータは、本市（情報統
南部地域 南部地域 計課）が平成22年国勢調査の

50,048人 50,176人 人口をベースに、住民基本台
北部地域 北部地域 帳および外国人登録の異動状

82,491人 79,208人 況等による届出をもとに推計
河辺地域 河辺地域 した人口である（平成28年２
9,558人 8,565人 月公表）。
雄和地域 雄和地域
7,490人 7,164人

(H21.10) (H27.10)

DID(※14)面積、 ﾓﾆﾀ 5,360ha 5,320ha － 【－】
DID人口密度 ﾘﾝｸﾞ 49.2人/ha 50.0人/ha ・データが得られないため、現
*ｺﾝﾊﾟｸﾄな市街地形成 指 標 (H17) 以上 状では比較できない。
の状況を検証 (H32)



- 18 -

指標 策定時 目標 現時点 概況

地域に関する満 ﾓﾆﾀ 中央地域 現状より上昇 中央地域 【－】
足度 ﾘﾝｸﾞ 34.9% (H32) 44.5% ・雄和地域を除いたすべての地

指 標 東部地域 東部地域 域で満足度が上昇した。
28.1% 31.4% ・なお、このたびのアンケート
西部地域 西部地域 は、市民1,000人（前回調査
20.8% 43.2% は3,000人）を対象に、男女
南部地域 南部地域 別、年代別、地域別の人口比
29.8% 31.5% に応じて調査票を配布したも
北部地域 北部地域 のであるが、河辺、雄和の両
20.5% 20.8% 地域については、人口の割合
河辺地域 河辺地域 が旧秋田市の地域と比較して
12.1% 31.3% 極端に少いため、配布数その
雄和地域 雄和地域 ものも少なくなっており、結
9.1% 0.0% 果をみる際にはそのことに留
(H22) (H28) 意する必要がある。（ｸﾞﾗﾌ-5）

土地区画整理事業(※12)：土地区画整理法に基づき、都市計画区域内の土地で、公共施設の整備改善
や宅地の利用増進を図るために、土地の区画形質の変更と公共施設の新設又は変更を行う事業と
されている。その仕組は、新たに必要な公共施設や事業資金を生み出すために、土地所有者等か
ら土地の面積や位置などに応じて、少しずつ土地を提供（減歩）してもらい、これを道路・公園
等の公共施設用地や保留地に充てるもので、事業によって公共施設は所要の位置に配置され、宅
地は公共施設にあわせて再配置（換地）される。

都市インフラに係る維持更新費(※13)：公共施設や行政サービスのうち、保育所、小学校、中学校、
公民館、道路橋梁（街路含む）、公園、下水道、上水道、ごみ収集、消防署、公共交通（バス）等
の維持・実施に係る年間経常経費と更新費。総合都市計画の策定においては、国土交通省都市・
地域整備局都市計画課から提供された「都市経営コスト算出のための標準試算モデル(素案)：平
成21年３月」を用いて試算している。

ＤＩＤ(※14)：Densely Inhabited District（人口集中地区）の略。国勢調査の基本単位区および基本
単位区内に複数の調査区がある場合は調査区（以下「基本単位区等」という。）を基礎単位として、
①原則として人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町村の境域
内で互いに隣接して、②それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000人以上を有するこの地
域をいう。人口集積の目安となっている。
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【ｸﾞﾗﾌ-3 地価（住宅地）】

＊平成22年度の地価を１として場合の変動率
資料：秋田県地価要覧

【ｸﾞﾗﾌ-4 地価（商業地）】

＊平成22年度の地価を１として場合の変動率
資料：秋田県地価要覧
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【ｸﾞﾗﾌ-5 地域に関する満足度 n=448】

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

３ 評価のまとめ

【都市計画の主な取組】

「土地利用の混在解消や地域活性化の創出に資する地域地区の見直し」、「地域特性

に応じた商業規模の誘導に向けた特別用途地区の見直し検討」については、実施に

至らなかった。

「中心市街地活性化基本計画に基づく個別事業の推進」については、中心市街地で

の公的住宅整備が、民間の集合住宅の建設が進んでいる状況から実施されなかった

が、中通地区公共公益施設整備事業、景観整備促進助成事業、千秋公園整備事業は

実施済又は実施中であるほか、仲小路タウンビークルに代わり、その範囲を広げた

中心市街地循環バス“ぐるる”が運行されるなど、都市計画に係る予定の事業は概

ね実施されている。

「市街地開発事業の計画的な実施・見直し」については、中通一丁目市街地再開発

事業が平成２４年度に完了し、秋田駅東第三地区および秋田駅西北地区の土地区画

整理事業は継続的かつ計画的に事業が進められている。また、市街地開発事業の見

直しについては、平成２７年に長期未着手の土地区画整理事業の見直しに着手し、

この項目での施策はすべて実施されている。

政策テーマに掲げた取組については、土地利用誘導に関する施策以外、概ね遂行

されたものと判断される。
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【指標による評価】

〈アウトプット指標〉

「地域地区等に係る都市計画決定」は、一部地域で見直しを行ったものの、市街化

区域全体の見直しまでには至っていない。

「土地区画整理事業の進捗率」は目標値を設定していないため、達成度を計ること

はできないが、事業自体は着実に進捗している。

〈アウトカム指標〉

「工業系用途地域内の未利用地面積」は、地域地区の見直しによる土地活用への効

果を検証するために設定したものであるが、現状において見直しが行われていない

ため評価しなかった。

「地域別小売業店舗数」は、都心および地域中心の商業機能の充足状況を検証する

ために設定したものであるが、データは総合都市計画策定間もない時期のものしか

得られないため評価しなかった。

「1,000㎡以上の小売店舗立地件数、分布状況」は、特別用途地区の見直しによる大

規模小売店舗の立地誘導効果を検証するために設定したものであるが、現状におい

て見直しが行われていないため評価しなかった。

「地価」は、コンパクトな市街地形成が地価にもたらす効果を検証するために設定

したものであるが、それに関する土地利用誘導策が実施されていないため評価しな

かった。なお、住宅地、商業地ともに東北６県の変動率を下回り、その差は本指標

の基準年以降、年を追うごとに乖離してきている。

「地域別人口、世帯、人口密度」は、都心および地域中心への人口集積を検証する

ために設定したものであるが、具体的な土地利用誘導策が実施されていないため評

価しなかった。

「都市インフラに係る維持更新費」は、平成２７年国勢調査のＤＩＤ（人口集中地

区）等のデータが得られず算定を含め比較できなかった。

〈モニタリング指標〉

「ＤＩＤの面積、人口密度」は、前述のとおり、データが得られず算定を含め比較

できなかった。

「地域に関する満足度」は、前回のアンケート調査と対象人数が異るため、単純に

は比較できないが、結果としては、雄和地域を除いたすべての地域で満足度が上昇

した。

【評価結果】

取組においては、コンパクトな市街地形成に向けた土地利用誘導策が未実施とな

っているが、それ以外の取組や成果については、概ね順調に推移しているものと判

断される。

主な改善点としては、未実施となった「土地利用の混在解消や地域活性化の創出

に資する地域地区の見直し」、「地域特性に応じた商業規模の誘導に向けた特別用途

地区の見直し検討」の取組が挙げられる。

これらは本市が目指す多核集約型都市構造によるコンパクトな市街地形成につな

がる施策であり、引き続き重要事項として捉えていく必要がある。
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【政策テーマ③】環境の保全・創造による低炭素型まちづくり

《施策展開の方向性》

○ 自然環境の維持・保全に向けた“新たな土地利用誘導施策の導入検討”

○ マイカー依存からの脱却に向けた“パークアンドライドおよびライドアンドライ

ドの促進”

○ 低炭素型まちづくりに向けた“地区計画等と連動した低炭素モデル街区指定の

検討”

１ 施策展開スケジュールに掲げる都市計画としての主な取組

(1) 自然環境の維持・保全に向けた土地利用誘導方策の展開

線引き都市計画区域への統合により、市街化調整区域においては原則として開発

が抑制され、郊外部の良好な自然環境の保全が期待されるが、都市計画法や農地法

などの土地利用関連法の制限がかからない地域については、引き続き無秩序な開発

の恐れが潜在することになるため、線引き統合に向けた取組を契機と捉え、住民説

明会等によるまちづくりに対する市民意識の醸成を図るとともに、線引き統合によ

る影響を十分に調査・検証した上で、必要に応じてよりきめ細やかな誘導に向けた、

市独自のまちづくり条例の運用について検討を進める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期 実 施 都市計画区域の統合（再掲）
・平成26年７月に河辺都市計画区域を秋田都市計画区域に統
合し、区域区分（市街化を促進する区域と市街化を抑制す
る市街化調整区域に区分する線引き）制度を適用した。

短期 実 施 市街化調整区域における開発許可等の基準設定（再掲）
・上記の線引き都市計画の統合に合わせ、都市計画法第34条
第11号を活用し、一定の集落区域において、区域内外の人
が自己用の専用住宅や小規模の店舗又は事務所などを併設
する兼用住宅の建築が可能となるよう「秋田市宅地開発に
関する条例」を改正して、開発許可基準を設定した。

(2) パークアンドライド(※15)およびライドアンドライド(※16)の促進

現在のマイカー依存から、ＣＯ２の排出抑制に寄与する公共交通を中心とした低炭

素型の移動手段への移行に向けて、ノーマイカーデーの継続的な実施とともに、鉄

道やバス事業者など関係団体との調整を図りながら、パークアンドライドやライド

アンドライドの促進に資する駅前環境の整備やバス路線の再編など、必要な取組を

進める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期 未実施 ・ノーマイカーデーを継続的に実施しているものの、パーク
アンドライド等の導入までには至っていない。

・パークアンドライドの導入については、平成２８年３月に
策定した第２次秋田市公共交通政策ビジョンに基づき、引
き続き検討する。
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パークアンドライド(※15)：最寄り駅まで自動車でアクセスし駅に近接した駐車場に駐車し、公共交
通機関（主に鉄道やバス）に乗り換えて、勤務先まで通勤する方法。

ライドアンドライド(※16)：鉄道・バス相互の乗り継ぎ。

(3) 地区計画と連動した低炭素モデル街区指定の検討

全国各地で低炭素化を担保・誘導するまちづくりプランの策定について検討が進

められており、本市においても、市街地開発事業や民間活力による大型開発を対象

として、地区計画(※17)等の都市計画制度と連動した、交通や再生可能エネルギーの

利用など、地区全体のエリアマネジメント(※18)に基づいた低炭素化方策の導入手法

について検討を進める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期 未実施 ・総合都市計画策定以降の平成24年に「都市の低炭素化の促
進に関する法律」が制定されており、その後の他都市の動
向などを見極めた上で検討する。

地区計画(※17)：地区計画は、建築物の建築形態、公共施設の配置などから、それぞれの地区の特性
にふさわしい良好な環境の創出、保全するために定める計画で、都市全体の観点から適用される
地域地区制度と個別の建築物の規制を行う建築確認制度の中間領域をカバーする地区レベルのき
め細かな計画制度として位置付けられている。地区計画では、①地区計画の目標、②区域の整備、
開発及び保全に関する方針、③地区整備計画（道路、公園等の地区施設および建築物等に関する
事項等）を定める。

エリアマネジメント(※18)：地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民
・事業主・地権者等による主体的な取組とされている。具体例としては、住宅地の場合、建築協
定を活用した良好な街並み景観の形成・維持、広場や集会所等を共有する人による管理組合の組
織と管理行為を手掛りとした良好なコミュニティづくり、業務・商業地の場合、市街地開発と連
動した街並み景観の誘導、地域美化やイベントの開催・広報等の地域プロモーションの展開など。

２ 計画の評価・管理 注）指標データは年度による

指標 策定時 目標 現時点 概況

自然環境の維持 ｱｳﾄ － 施策導入済み な し 【－】
・保全に向けた ﾌﾟｯﾄ (H32) ・都市計画区域を線引き統合し
土地利用誘導に 指 標 て間もないため、現在、その
係る施策導入の 変化をモニタリングしている
有無 状況である。

低炭素モデル街 ｱｳﾄ 0件 1件以上 0件 【－】
区の指定件数 ﾌﾟｯﾄ (H22) (H32) (H27) ・総合都市計画策定以降、法整

指 標 備等がなされており、その後
の他都市の動向などを見極め
た上で検討する。

都市計画区域外 ｱｳﾄ 4件/年 届出件数等から 2.4/年 【－】
における国土利 ｶ ﾑ (H21) 総合的に評価 Ｈ２３～Ｈ２７ ・総合都市計画策定以降の届出
用計画法に基づ 指 標 平均 件数の累計は12件で、すべて
く土地売買等届 山林となっている。
出(※19)件数 ・売買の目的は、林業経営もし
*新たな土地利用誘導施策導入 くは資産保有で、現状の土地
の緊急性･必要性の検証や導 利用を大きく変えるものには
入時の効果を検証 なってはいない。
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指標 策定時 目標 現時点 概況

公共交通の利用 ｱｳﾄ 鉄道利用率 現状以上 鉄道利用率 【－】
率 ｶ ﾑ 6.1% (H32) 5.2% 鉄道:1.67万人/日÷318,367人
*公共交通機関の利用促進に向 指 標 (H19) (H27) ・鉄道の利用率は低下している
けた取組の効果を検証 ﾊﾞｽ利用率 ﾊﾞｽ利用率 ものの、ＪＲ駅１日平均乗車

7.1% 6.5% 人員は、近年横ばいとなって
(H20) (H27) いる。（ｸﾞﾗﾌ-6）

ﾊﾞｽ:(760万人/年÷365日)÷318,367人
・バスの利用率は低下している
ものの、平成23年10月から開
始した高齢者コインバス事業
の効果もあり、平成24年から
増加し、現在は平成20年と同
水準となっている。（ｸﾞﾗﾌ-7）

住宅用太陽光発 ｱｳﾄ 330件 1,850件 1,409件 【未達成】
電システム設置 ｶ ﾑ (H21) (H27) (H27) ・平成24年度をピークに減少傾
件数 指 標 向にある。（ｸﾞﾗﾌ-8）
*設置件数から低炭素型まちづ ・その要因については、国や県
くりに向けた総合的な取組状 の補助制度の廃止のほか、東
況を検証 日本大震災の復興に際しての

資材費や労務費の高騰による
減退などが考えられる。

土地利用区分別 ﾓﾆﾀ 第3次秋田市国土 第3次秋田市国土 比較不可 【－】
面積 ﾘﾝｸﾞ 利用計画の現況値 利用計画の目標値 ・計画策定以降に土地利用区分
*自然的土地利用の動向から土 指 標 (H19) (H32) 面積の集計方法が変更（採草
地利用誘導策等の効果を検証 牧草地、原野等）されたため

比較できない。

運輸部門（自動 ﾓﾆﾀ 82万3千 現状より削減 78万3千 【－】
車 ・ 鉄 道 ・ 船 ﾘﾝｸﾞ t-CO2 t-CO2 ・秋田市地球温暖化対策実行計
舶）におけるCO2 指 標 (H19) (H32) (H24) 画での推計（趨勢ケース）に
排出量 よれば、平成32年度のCO2排
*ﾏｲｶｰ移動から公共交通利 出量73.9万t-CO2となり、平成
用への移行促進の状況や削減 19年度の数値を下回る見込み
効果を検証 である。（ｸﾞﾗﾌ-9）

公共交通の利便 ﾓﾆﾀ 23.8% 現状より上昇 25.4% 【－】
性に関する満足 ﾘﾝｸﾞ (H22) (H32) (H28) ・満足度（満足、やや満足）は
度 指 標 上昇し、不満が減少した。（ｸﾞ

注)22.6% ﾗﾌ-10）

国土利用計画法に基づく土地売買等届出(※19)：国土利用計画法では、適正かつ合理的な土地利用の
確保を図るため、一定面積以上の土地取引に関して届出を求めており、土地売買等をした場合、
土地の権利取得者（買主）は土地売買等の契約をした日から起算して２週間以内に届出すること
になる。都市計画区域外の届出対象面積は10,000㎡以上。

注）公共交通の利便性に関する満足度における策定時の満足度は、無回答を除いた値に換算したため
総合都市計画に示す値とは異なる。
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【ｸﾞﾗﾌ-6 ＪＲ駅１日平均乗車人員の推移（秋田市内有人駅計）】

＊秋田市内有人駅･･･秋田駅、土崎駅、追分駅、羽後牛島駅、新屋駅、和田駅
＊平成21年以降は無人駅の乗車人員の推計未実施

資料：ＪＲ東日本旅客鉄道株式会社ホームページ

【ｸﾞﾗﾌ-7 バス輸送人員の推移】

＊輸送人員は市内推計値（広域路線を距離按分）
＊教養大学バス、リムジンバス、スクールバスは除く
＊期間はバス補助年度（10/1～9/31）

資料：秋田市都市整備部交通政策課
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【ｸﾞﾗﾌ-8 住宅用太陽光発電システム設置件数の推移】

資料：秋田市環境部

【ｸﾞﾗﾌ-9 運輸部門の二酸化炭素排出量の推移】

資料：秋田市地球温暖化対策実行計画（秋田市環境部）
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【ｸﾞﾗﾌ-10 公共交通の利便性に関する満足度】

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

【参考 平日の主な交通手段】

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

３ 評価のまとめ

【都市計画の主な取組】

「自然環境の維持・保全に向けた土地利用誘導方策の検討」については、都市計画

区域の線引き統合後の状況をモニタリングする必要があるため施策導入の検討まで

には至っておらず、また、「低炭素モデル街区の指定の検討」は、総合都市計画策定
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以降、「都市の低炭素化の促進に関する法律」が制定され、その後の他都市の動向を

みていく必要があるため、検討を一時的に留保している。

政策テーマに掲げた取組については、それぞれで事情はあるものの、未着手の状

態であるといえる。

【指標による評価】

〈アウトプット指標〉

「自然環境の維持・保全に向けた土地利用誘導に係る施策導入の有無」、「低炭素モ

デル街区の指定件数」いずれも実績はない。

〈アウトカム指標〉

「都市計画区域外における国土利用計画法に基づく土地売買等届出件数」は、新た

な土地利用誘導施策導入の緊急性・必要性の検証や導入時の効果を検証するために

設定したもので、これまでの各年度の平均届出件数は２.４件であり、件数そのもの

では評価しがたい面があるが、個別に売買の目的をみると、従前の土地利用を継承

するもので、新たな土地利用制度の導入の必要性や緊急性は現時点では低いものと

判断される。

「公共交通の利用率」は、鉄道（△0.9ﾎﾟｲﾝﾄ）、バス（△0.6ﾎﾟｲﾝﾄ）共に利用率が低下

しているが、それぞれ利用者数でみると近年は横ばいで推移している。

「住宅用太陽光発電システムの設置件数」は、低炭素型まちづくりに向けた総合的

な取組状況を検証するための指標として設定したもので、目標達成はできなかった。

〈モニタリング指標〉

「土地利用区分面積」は、自然的土地利用の動向から土地利用誘導策等の効果を検

証するための指標として設定したものであるが、計画策定以降に面積の集計方法が

変更され比較できなかった。

「運輸部門におけるＣＯ２排出量」は、現状より削減される見通しとなっている。

「公共交通の利便性に関する満足度」は、前回調査と比較し、満足度（満足、やや

満足）が上昇し、不満が減少した。

【評価結果】

取組においては、自然環境の維持・保全に向けた土地利用誘導に係る施策導入や、

低炭素モデル街区の指定など未実施のものがあるが、それらは検討を据え置いてい

るものであり、それ以外の取組や成果については、概ね順調に推移しているものと

判断される。

主な改善点としては、「公共交通の利用率の向上（マイカー依存からの脱却）」が

挙げられる。

公共交通を維持することは、本市の多核集約型の都市構造によるコンパクトな市

街地形成を図る上では欠くことができない取組であるほか、一度に多くの人を輸送

できる交通手段であるため、低炭素社会構築においても重要な取組となっている。
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【政策テーマ④】市民の暮らしを守る安全・安心なまちづくり

《施策展開の方向性》

○ 安全で快適な市民生活の確保に向けた“都市施設の計画的な整備”

○ 安全・安心な都市環境づくりに向けた“都市のバリアフリー化・耐震化の促進”

○ 災害危険区域での適切な土地利用誘導に向けた“新たな誘導施策の導入検討”

○ 街なか居住と防犯・防災性の向上に向けた“既存住宅ストックの有効活用方策の

検討”

１ 施策展開スケジュールに掲げる都市計画としての主な取組

(1) 公共施設および住宅のバリアフリー化・耐震化の促進

上下水道施設や公共公益施設等の都市施設については、市民生活の利便性向上や

災害時の防災拠点としての機能の充実、ライフラインの耐震化などに向けて、適切

かつ計画的な整備に向けた取組を進める。

また、少子高齢社会を見据えた公共施設や住宅のバリアフリー化、震災による被

害抑制に向けた建築物の耐震化については、現在実施している補助事業や税制優遇

措置等の支援方策の周知・展開を図るとともに、社会経済情勢等に応じて支援内容

の見直し・充実に向けた取組を進める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 実 施 ・災害時の防災拠点となる市役所本庁舎や各地域の市民サー
ビスセンターの防災機能の強化に努めたほか、ライフライ
ンの耐震化についても計画的に整備を進めた。

・昭和56年5月31日以前に建築された戸建住宅の耐震化につい
ては、耐震診断や耐震改修に対する助成を行ったほか、バ
リアフリー化は本市および県のリフォーム助成制度や税制
上の特例等の周知を図った。

・また、道路、公園等のバリアフリー化を計画的かつ継続的
に進めたほか、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律」に基づき、秋田市バリアフリー基本構想を
策定し、土崎駅周辺地区、新屋駅周辺地区、市立病院・山
王官公庁周辺地区を重点整備地区に位置づけて、関係者が
一体となってバリアフリー化に取り組んだ。

(2) 災害危険区域での適切な土地利用誘導に向けた新たな誘導策の導入

急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、地すべり危険箇所、浸水の恐れがある

エリアなど、災害の危険性が高い地域については、安全性の確保の観点から、適切

な土地利用誘導が求められているため、災害危険箇所のうち、現行制度により建築

等が制限されるものについては、引き続き制限に基づく指導を行うこととするが、

制限のない地域については、災害危険箇所における立地規制等を盛り込んだ、まち

づくり条例などの新たな土地利用誘導施策への展開を見据え、必要な調査・検討を

進める。
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スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期 一部実施 ・総合都市計画策定（平成23年３月）以降、津波ハザードマ
ップと土砂災害ハザードマップが新たに整備された。

・災害危険区域等に係る土地利用誘導策については、市民の
さらなる安全を確保するため、引き続き検討する。

(3) 街なか居住と防犯・防災性の向上に向けた

既存住宅ストックの有効活用方策の検討

超高齢社会の到来により犯罪や火災などの災害の温床となりやすい空き家・空室

のさらなる発生が見込まれるため、防犯・防災性の向上による安全・安心なまちづ

くりに向けて、市街地内に発生している空き家・空室などの既存住宅ストックの有

効活用とともに、郊外に居住する高齢者などの街なか居住促進に向けた支援策の調

査・研究を進めながら、効果的な誘導方策の導入を目指す。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 一部実施 ・空き家バンク制度（空き家の賃貸・売却を希望する人から
申込みを受けた情報を、空き家の利用を希望する人に紹介
するサービス）を創設した。

・空き家定住推進事業（空き家の利活用による定住を目的に
空き家バンクを利用して定住を希望する人の住環境整備を
支援）を創設した。

・未実施の街なか居住の促進に向けた誘導方策ついては、本
市が目指す多核集約型の都市構造によるコンパクトな市街
地形成に向けた土地利用誘導策と密接に関わるものであり、
引き続き、検討を進める。

２ 計画の評価・管理 注）指標データは年度による

指標 策定時 目標 現時点 概況

公共下水道普及 ｱｳﾄ 87.7% － 92.7% 【－】
率 ﾌﾟｯﾄ (H20) (H27) ・292,680人÷315,770人（住基ベース）

指 標 ・普及率向上に向け計画的に施
設整備を進めている。

災害危険区域に ｱｳﾄ な し 施策導入済み な し 【－】
おける土地利用 ﾌﾟｯﾄ (H22) (H32) (H27) ・前述の地域地区の見直しと同
誘導に係る施策 指 標 様に検討を含め実施には至っ
導入の有無 ていない。

既存住宅ストッ ｱｳﾄ な し 施策導入済み 施策導入済み 【達成】
クの有効活用に ﾌﾟｯﾄ (H22) (H32) (H27) ・平成27年３月に空き家バンク
係る施策導入の 指 標 制度を創設した。
有無 ・平成28年３月に空き家定住推

進事業を創設した。

住宅の耐震化率 ｱｳﾄ 78.4% 90.0% 83.2% 【さらなる取組が必要】
ｶ ﾑ (H21) (H32) (H26) ・住宅の耐震化は進んでいるも
指 標 *秋田市耐震改修 *秋田市耐震改修 *秋田市耐震改修 のの、現状のペースでは目標

促進計画 促進計画 促進計画 の達成は難しい状況にある。
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指標 策定時 目標 現時点 概況

バリアフリー化 ﾓﾆﾀ 61.7% 現状以上 64.4% 【－】
された住宅の割 ﾘﾝｸﾞ (H20) (H32) (H25) H25:56,950(BF住宅)÷88.470(総数)
合（１戸建） 指 標 H20:52,910(BF住宅)÷85,790(総数)

*住宅･土地統計調査(総務省)

市内における空 ﾓﾆﾀ 14.3% 現状以下 12.9% 【－】
き家率 ﾘﾝｸﾞ (H20) (H32) (H25) H25：20,510(空き家)÷159,130(総数)

指 標 H20：21,480(空き家)÷150,170(総数)
・空き家全体の総数は減少して
いるものの、１戸建の総数は
増加している。（H20：5,110
→H25：5,870）

*住宅･土地統計調査(総務省)

地域の安全・安 ﾓﾆﾀ 防災面の安全性 防災面の安全性 防災面の安全性 【－】
心に関する満足 ﾘﾝｸﾞ 24.3% 現状より上昇 比較不可 ・防災面については、このたび
度 指 標 (H22) (H32) (H28) のアンケートから、水害と地

注)23.2% 震に分けて実施したため、比
較できない。

防犯面の安全性 防犯面の安全性 防犯面の安全性 ・防犯面については、満足度（満
18.9% 現状より上昇 18.5% 足、やや満足）は前回調査に
(H22) (H32) (H28) 比較し0.4ﾎﾟｲﾝﾄ減少した。

注)17.9% （ｸﾞﾗﾌ-11）

注）地域の安全・安心に関する満足度における策定時の満足度は、無回答を除いた値に換算したため
総合都市計画に示す値とは異なる。

【ｸﾞﾗﾌ-11 地域の安全・安心に関する満足度（防犯）】

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）
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【参考 地域の安全・安心に関する満足度（防災）】

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

３ 評価のまとめ

【都市計画の主な取組】

「公共施設および住宅のバリアフリー化・耐震化の促進」については、災害時の防

災拠点となる市役所本庁舎や各地域の市民サービスセンターの防災機能の強化やラ

イフラインの耐震化に取り組んだほか、住宅については耐震化の促進を図ることと

し、昭和56年5月31日以前に建築された木造戸建て住宅の耐震診断や耐震改修に対す

る助成、バリアフリー化については本市および県のリフォーム助成制度や税制上の

特例等の周知を図った。また、道路、公園等の公共施設のバリアフリー化について

は計画的かつ継続的に整備を進めたほか、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律に基づき、秋田市バリアフリー基本構想を策定し、土崎駅周辺地区、

新屋駅周辺地区、市立病院・山王官公庁周辺地区を重点整備地区に位置づけて、関

係者が一体となってバリアフリー化に取り組んでおり、ここでの施策は遂行されて

いる。

「災害危険区域での適切な土地利用誘導に向けた土地利用誘導策の導入」について

は、各種ハザードマップの整備がなされたものの、前述の地域地区の見直しと同様

に検討を含め実施には至っていない。「既存住宅ストックの有効活用方策の検討」に

ついては、空き家バンク制度の創設や空き家を活用した定住推進事業が創設された

が、街なか居住の促進に向けた誘導施策の方策検討には至らなかった。

政策テーマに掲げた取組としては、土地利用誘導に関する施策以外、概ね遂行さ

れたものと判断される。
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【指標による評価】

〈アウトプット指標〉

「公共下水道普及率」は、平成２０年度から平成２７年度までで５ポイント上昇し

た（８７.７％→ ９２.７％）。

「災害危険における土地利用誘導に係る施策導入の有無」は前述のとおり導入はな

されていない。

「既存住宅ストックの有効活用に係る施策導入の有無」については、街なか居住促

進に関する取組が未実施であるものの空き家の活用に関しては施策の導入がなされ

ている。

〈アウトカム指標〉

「住宅の耐震化率」は、向上しているものの、現状のペースでは秋田市耐震改修促

進計画に掲げる目標達成は困難とされており、平成２８年３月に改定した計画では、

目標値を前計画と同じに、情報提供、啓蒙・啓発、支援策等を検討して耐震化の促

進を図ることとしている。

〈モニタリング指標〉

「バリアフリー化された住宅の割合」は、現状以上とする目標を達成している。

「市内における空き家率」は、現状以下とする目標を達成している。

「地域の安全・安心に関する満足度」は、このたびの調査から、防災面としていた

質問項目を水害と地震に分けて実施したため、比較できなかったが、防犯面での満

足度は０．４ポイント減少した。

注）モニタリング指標の「バリアフリー化された住宅の割合」と「市内における空き家率」は、

共に住宅・土地統計調査のデータによる算定であるが、当該調査は、調査区単位の標本調査

によって全体が推計されているため、調査結果の精度を含め、そのことを織り込んでデータ

をみる必要がある。

【評価結果】

取組においては、災害危険区域での適切な土地利用誘導に向けた土地利用誘導策

の導入が未実施となっているが、それ以外の取組や成果は、概ね順調に推移してい

るものと判断される。

主な改善点としては、未実施となった「災害危険区域での適切な土地利用誘導に

向けた誘導策の導入の取組」が挙げられる。

本市においては、これまで災害危険区域での開発行為は行われていないものの、

市民のさらなる安全・安心を確保するといった観点から、引き続き検討する必要が

ある。
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【政策テーマ⑤】秋田の風土・文化を映し出す緑豊かなまちづくり

《施策展開の方向性》

○ 緑豊かな都市空間の形成に向けた“都市計画公園の整備”

○ 良好な都市景観の形成に向けた“景観計画の推進と地区計画等の活用”

○ 本市ならではの景観の維持・保全に配慮した“建築物の高さ制限導入の検討”

１ 施策展開スケジュールに掲げる都市計画としての主な取組

(1) 緑豊かな都市空間形成に向けた都市公園の整備

都市計画公園は、市民の憩いの場として、また日常生活にうるおいを与える貴重

な緑空間として、今後も計画的な整備と維持・管理を図る。（施策展開スケジュール

には未掲載）

(2) 景観計画および地区計画・建築協定等に基づく良好な都市景観づくり

観光・交流型まちづくりの促進に向けて、線引き都市計画区域の統合に伴う計画

的な土地利用誘導による自然環境の保全・管理とともに、地域の歴史的資源や良好

な自然環境などの地域資源を活かした景観づくりを進める。

景観づくりにあたっては、地域住民の手による主体的かつ継続的な活動を目指し、

市民意識の醸成に取り組むとともに、景観計画や地区計画、建築協定など、地域の

特性や熟度に合わせた手法を選択し、運用に向けた検討を進める。

スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 実 施 ・地区計画については、本市の観光資源である川反地区の一
部街区において、都市計画道路の整備に合わせ良好な景観
形成を図るとし、地元住民との話し合いのもとで「大町・
下肴町（しもさかなまち）地区計画」として都市計画決定
した。また、建築協定による開発団地の「南部ニュータウ
ン大野」について、協定の廃止に伴い、その方針や制限等
を継承しつつ、地区計画として都市計画決定した。

・景観計画については、基本方針に掲げる市民協働による景
観づくりの推進の取組の一つとして、地域の特性を活かし
た景観まちづくり活動を行う団体を支援することとし、本
市独自に「景観まちづくり活動支援助成制度」を創設した。

・また、伝統的な町家などの歴史的建造物や、景観形成にお
いて重要な樹木を地域の貴重な景観資源として保存してい
くため、所有者による修理や外観修景の整備を支援するこ
ととし、本市独自に「景観重要建造物等保存事業費補助金
制度」を創設した。

(3) 本市ならではの景観の維持・保全に配慮した建築物の高さ制限導入の検討

太平山をはじめ、本市が誇る良好な自然景観を将来にわたって維持・保全してい

くため、景観づくりに対する市民の意識啓発を進めるとともに、良好な景観や居住

環境を阻害する突出した建築物の発生防止に向けて、高度地区等の建築物の高さ制

限の導入について検討を進める。
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スケジュール 実施の有無 実施状況又は今後の見通し

短期・中期 未実施 ・建築物の高さ制限導入については、市民の眺望景観に対す
る意識醸成（規制の要望なし）が十分に図られていないた
め、当面は、それぞれの地域が持つ景観資源を紹介しなが
ら、それらを維持・保全することの重要性や必要性などを
理解してもらうための啓発活動に努める。

２ 計画の評価・管理 注）指標データは年度による

指標 策定時 目標 現時点 概況

都市計画公園の ｱｳﾄ 28.6% － 28.6% 【－】
整備率 ﾌﾟｯﾄ (H21) (H27) ・総合都市計画の策定以降は、

指 標 既存公園の防災機能の強化や
バリアフリー化対策に重点を
置いた整備を進めている。

景観形成に配慮 ｱｳﾄ 19件 22件以上 21件 【－】
した地区計画お ﾌﾟｯﾄ (H22) (H32) (H27) ・総合都市計画策定以降、「南
よび景観協定な 指 標 部ニュータウン大野地区計
どを定めている 画」と「大町・下肴町地区計
地区数 画」の２地区を新規に定めた。

高度地区(※20) ｱｳﾄ な し 施策導入済み な し 【－】
導入の有無 ﾌﾟｯﾄ (H22) (H32) ・市民の眺望景観に対する意識

指 標 醸成（高さ制限の要望なし）
が十分に図られていないた
め、当面は、それぞれの地域
が持つ景観資源を紹介しなが
ら、それらを維持・保全する
ことの重要性や必要性などを
理解してもらうための啓発活
動に努める。

年間観光入込客 ｱｳﾄ 約887万人 現状の水準を維持 比較不可 【－】
数 ｶ ﾑ (H21) 約580万人 ・指標の数値は秋田県観光統計

指 標 (H27) の年次データによるものであ
るが、平成23年調査から、共
通基準に基づく調査に変更さ
れ、調査地点が減少したこと
から比較できない。

・なお、平成23年以降のデータ
だけでみると、東日本大震災
のあった平成23年は落ち込ん
だが、それ以降は、回復に転
じ、ほぼ横ばいで推移してい
る。（ｸﾞﾗﾌ-12）

市街地における ｱｳﾄ 約23% 約24% 23.24% 【－】
緑地率 ｶ ﾑ (H19) (H29) (H27) ・緑地（公的緑地および市民協

指 標 働による緑地）は、1,782ha
で、約20ha増加した。
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指標 策定時 目標 現時点 概況

景観重要建造物 ｱｳﾄ な し 現状以上 な し 【－】
および景観重要 ｶ ﾑ (H22) (H32) ・景観法で規定する指定制度
樹 木 の 指 定 数 指 標 は、建造物や樹木の所有者に
（景観法） 優遇措置が用意されている

が、一方で、維持・保全のた
めに一定の制限が課せられ、
指定に対し協力を得にくい状
況があるため、当面は、同制
度と趣旨を同じくし、所有者
への制限の少ない本市独自の
景観重要建造物等保存事業費
補助金制度によって、建造物
等の維持・保全に努める。

高層建築物（６ ｱｳﾄ 5件/年 立地状況等から総 6件 【－】
階以上）の立地 ｶ ﾑ (H21) 合的に評価 (H27) ・景観等に関する苦情や紛争は
件数 指 標 *計画策定からの ない。

累計件数

景観形成に関す ﾓﾆﾀ 自然景観の美しさ 自然景観の美しさ 自然景観の美しさ 【－】
る満足度 ﾘﾝｸﾞ 30.7% 現状より上昇 40.1% ・自然景観の美しさは前回調査

指 標 (H22) (H32) (H28) に比較し9.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した。
注)29.2% （ｸﾞﾗﾌ-13）

・街並みの美しさは前回調査に
街並みの美しさ 街並みの美しさ 街並みの美しさ 比較し12.6ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した。
18.8% 現状より上昇 31.4% （ｸﾞﾗﾌ-14）
(H22) (H32) (H28)

注)18.0%

高度地区(※20)：地域地区の一種。市街地の環境の維持又は土地利用の増進を図るため、建築物の高
さの最高限度又は最低限度を定める。

注）景観形成に関する満足度における策定時の満足度は、無回答を除いた値に換算したため総合都市
計画に示す値とは異なる。

【ｸﾞﾗﾌ-12 年間観光入込客数】

資料：秋田県観光統計
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【ｸﾞﾗﾌ-13 景観形成に関する満足度（自然景観の美しさ）】

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）

【ｸﾞﾗﾌ-14 景観形成に関する満足度（街並みの美しさ）】

＊記載の数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が１００％にな

らない。

資料：市民アンケート（秋田市都市整備部都市計画課）
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３ 評価のまとめ

【都市計画の主な取組】

「緑豊かな都市空間形成に向けた都市公園の整備」については、既存公園の防災機

能の強化やバリアフリー化対策に重点を置いて整備を進めている。

「景観計画および地区計画・建築協定等に基づく良好な都市景観づくり」について

は、本市の観光資源である川反地区の一部街区において、都市計画道路の整備に合

わせ良好な景観形成を図るとし、大町・下肴町地区計画を都市計画決定した。また、

景観計画については、基本方針に掲げる市民協働による景観づくりの推進の取組の

一つとして、地域の特性を活かした景観まちづくり活動を行う団体を支援すること

とし、本市独自に「景観まちづくり活動支援助成制度」を創設したほか、伝統的な

町家などの歴史的建造物や景観形成において重要な樹木を地域の貴重な景観資源と

して保存していくため、所有者による修理や外観修景の整備を支援することとし「景

観重要建造物等保存事業費補助金制度」を創設した。

「本市ならではの景観の維持・保全に配慮した建築物の高さ制限導入の検討」につ

いては、市民の眺望景観に対する意識醸成が十分に図られていないため検討には至

っていない。

政策テーマに掲げた取組については、概ね遂行されたものと判断される。

【指標による評価】

〈アウトプット指標〉

「都市計画公園の整備進捗率」に変化はない。

「景観形成に配慮した地区計画および景観協定などを定める地区数」は総合都市計

画策定以降、２地区の地区計画を都市計画決定し、現在は全体で２１地区となって

いる。

「高度地区導入の有無」は、市民の眺望景観に対する意識醸成が図られていないと

い状況を鑑み、現状において制度導入がなされていない。

〈アウトカム指標〉

「年間観光入込客数」は、平成２３年に調査方法が変更されたため比較できない。

「市街地における緑地率」は２３.２４％で、秋田市緑の基本計画を策定した際の現

状値（平成１９年度：２２.９８％）から、０.２６ポイント増加した。

「景観重要建造物および景観重要樹木の指定数」は、いずれも現状において指定は

ない。

「高層建築物（６階以上）の立地件数」は、計画策定以降、６件あったが、景観等

に関する苦情や紛争はない。

〈モニタリング指標〉

「景観形成に関する満足度」は、前回調査と比較し、自然景観の美しさが９.４ポイ

ント上昇し、街並みの美しさが１２.６ポイント上昇した。

【評価結果】

取組においては、高度地区の導入が未実施となっているが、それ以外の取組や成

果は、概ね順調に推移しているものと判断され、改善点は特に見当たらない。
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第４章 まとめ

１ 改善点と今後の対応方針

【政策テーマ①】旧３市町が一体となった都市構造の形成

主な改善点として挙げた「市民の土地利用規制の理解度」については、今後、よ

り積極的な情報提供に努めることとし、本市のまちづくりの方針はもとより、その

背景にある都市としての問題点などを具体的に示すなど、情報の質やアクセス環境

の向上に努めていく。

【政策テーマ②】コンパクトな市街地を基本とした

にぎわいある中心市街地と地域中心の形成

主な改善点として挙げた、未実施の「土地利用の混在解消や地域活性化の創出に

資する地域地区の見直し」、「地域特性に応じた商業規模の誘導に向けた特別用途地

区の見直し検討」については、今後、国が「多極ネットワーク型コンパクトシティ」

を提唱し、平成２６年５月に都市再生特別措置法の改正により創設した立地適正化

計画制度（※21）を活用して計画を策定することから、そこで定める居住誘導区域や

都市機能誘導区域の設定状況を踏まえて検討する。

立地適正化計画制度(※21)：立地適正化計画では、①住宅と都市機能施設の立地の適正化に関する基
本方針、②居住を誘導すべき区域とその誘導に関する施策、③都市機能施設を誘導すべき区域と
施設、およびその誘導に関する施策等を定める。計画が策定、公表されると居住誘導区域外での
一定の開発行為や建築行為に対して市に届出が必要になるほか、都市機能誘導区域で誘導すべき
施設の区域外での開発行為や建築行為についても届出が必要になり、その届出によって、立地誘
導の支障になるときは、市が届出事項に対し勧告を行うことができ、その際には、誘導区域への
土地の取得のあっせんや優遇措置などによって、それぞれの区域に適正に立地されるよう努める
こととされている。

【政策テーマ③】環境の保全・創造による低炭素型まちづくり

主な改善点として挙げた「公共交通の利用率の向上（マイカー依存からの脱却）」

については、平成２８年３月に策定した第２次秋田市公共交通政策ビジョンに基づ

き、「多核集約型の都市構造を形成する公共交通網の整備」、「利便性向上、バス路

線運営適正化に向けた仕組みづくりの推進」「持続可能な公共交通の確保に向けた仕

組みづくりの推進」を目標に種々の施策展開を図る。

【政策テーマ④】市民の暮らしを守る安全・安心なまちづくり

主な改善点として挙げた、未実施の「災害危険区域での適切な土地利用誘導に向

けた誘導策の導入」の取組については、前述の「政策テーマ②」と同様に、今後策

定を予定している立地適正化計画で定める居住誘導区域や都市機能誘導区域を踏ま

えて検討する。

【政策テーマ⑤】秋田の風土・文化を映し出す緑豊かなまちづくり

当該テーマにおける改善点はなく、現状の取組を基本に進めていくものとするが、

その際には、適宜、施策等の効果の検証とともに、改善を加えながら実施する。
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２ 見直しの判断

このたびの評価は、１０年後の定期見直しに対する中間での達成状況とともに、「改

善されたもの」と「改善が不十分なもの」を把握することに主眼を置いたものであり、

計画の見直しについては、「改善が不十分なもの」に対応するため、新たな施策等を計

画へ位置づける必要がある場合などを想定している。

評価の状況からすると、全体的にコンパクトシティ形成に向けた土地利用誘導への

取組が大きな課題として捉えることができるが、それはあくまでも未実施によるもの

で、引き続き取り組むべき施策であることには変わりないため、策定から５年後の評

価としては“見直しの必要はない”ものと判断される。

また、それ以外の見直しの条件として、総合計画などの上位計画の変更や関連法制

度等の改正など、本市を取り巻く諸情勢に大きな変化があった場合に検討することと

されているが、現状においては、人口減少・少子高齢化といった社会的背景に変化は

なく、また、上位計画で平成２７年１２月に定められた「新・県都『あきた』成長プ

ラン（第１３次秋田市総合計画）」の基本構想でも引き続きコンパクトシティ形成を推

進すること、さらに、都市計画法等の抜本的な改正が行われていないことなどから、

諸情勢の変化といった観点からも“見直しの必要はない”ものと判断される。
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